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生徒の教育記録に対する権利の保障と制約について
A Reflection on Guarantees and Limitations of 




















1990年 代前半、全国の自治体で児童生徒 ・保護者から個人情報保護条例に基づ く指導要録 ・調
査書の開示請求が相次いだ1。学説 ・裁判例 ・行政実務では、開示消極説2と開示積極説3に分かれ
て激しく議論を展開した。他方、1990年 代後半か ら現在に至るまで、個人情報保護条例に基づ く
指導要録 ・調査書の記載の訂正請求がい くつかなされている4。
ところで、従来の議論にはい くつかの問題点があるように思われる5。第一に、個人情報保護














【裁判例11は 、「個人のプライバシー等や市政の公正 ・適切な実施に配慮 して公開除外情報を規






1教 育情報 開示 弁護団=教 育情報 の開示 を求 める市民の会 『内 中書 ・指導 要録の 開示 に関す る審査 会答 申集(増 補版〉』
(1996年)、 兼子仁=藤 原淳 一郎=藤 原静雄=野 村武司編 『情報公 開等 審査 会答 申事例 集』(ぎょうせい、1998年)を 参照。
2下 村哲夫 「教育情報 自己開示請求」堀部政男編 『情報公 開 ・個人情報保護』ジュ リス ト増刊(1994年)257頁 、平松毅 「「内
申書」及 び 「指導要録」開示の判断基準 ・再論」法 と政治45巻4号(1994年>47頁 、内野正幸 「教育 情報 の開示 」井 出嘉憲
=兼 子仁=右 崎正博=多 賀谷一照編 『講座 ・情報 公開』(ぎょうせい、1998年)455頁 な ど。
3竹 中勲 「調査書(内 申書)の 本人開示請求権」産大法学25巻2号(1991年)25頁 、市川須美子 「教育 自己情 報開示請求」堀
部編 ・前掲注2254頁 、安達和志 「学校情 報の開示 と生徒の個 人情報権」日本教育法 学会年報24号(有 斐 閣、1995年)
134頁 な ど。
4拙 稿 「生徒 の教育記録 の訂正 について」名古屋市立大学人 間文化研究8号(2007年)173頁 を参照。
5内 野正幸 は、「開示請求権 に関するルール作 りは、何 よりも教育政策論的見地か ら行 われ るべ き」であ り、「パ ターナ リ
ズ ムその他の見地か らす る慎重 な留保(例 外)を 設けた上で、原則的 開示の姿勢 で検討 されるべ き」である と述べる(前
掲注2466頁)。 中嶋哲彦 は、「個 人情報保護条例 ルー トによつて当事 者開示が実現 した として も、教育関係者 の納得
を基礎 に した自主的な当事者開示で なけれ ば、子 ども ・青 年を含 めた関係者に とって幸運 とは言 えないか もしれ ない」
と述べ る(『生徒個 人情報への権利 に関す る研 究』(風間書房、2000年)340頁)。
〈表1>指 導要録 ・調査書の開示 をめぐる裁判例
ロールする権利や公正な教育を受ける権利等を根拠 として、当然に本人に開示されるべ き情報で
あるということはできない」と判示 した。【裁判例6】 は、「本件条例10条2号 は、プライバシー












権利、②本人の同意 と正当な理由がなく自己情報が利用 ・提供 されない権利、③他者の保有する
自己情報の開示を請求する権利、④誤 りのある、あるいは違憲的に収集された自己情報の訂正削
除・利用中止等を請求する権利が含まれると解される6。個人情報保護条例の目的は、自治体 によっ
て表現に差はあるが、 自治体の保有する個人情報の適正な取 り扱いと正確かつ適切 な記載内容を
確保することにより、住民個人の権利 ・利益 を保護すること、行政の適正かつ円滑な運営に資す
ることである7。この目的を達成する手段 として、多 くの条例では、個人情報を取 り扱 う機関1に
対 して情報の収集 ・利用 ・提供を制限するとともに、住民個人に自己情報の開示請求権8、訂正 ・




6佐 藤幸 治 「プラィヴ ァシーの権利(そ の公法的側面)の 憲 法論的考察(一)」 法学論叢86巻5号1頁 、竹中勲 「憲法上の プ
ラィヴ ァシーの権利 と最高裁判所 」佐藤幸治編 『阿部照哉先生喜寿記念論 文集 ・現代社会 におけ る国家 と法』(成文堂 、
2007年)35頁 を参照 。
7例 えば
、高槻市個 人情報 保護条例(昭 和61年 制定)で は、「第1条　 この条例 は、個人情報 の保護 に関す る市、事業者及
び市 民の責務 を明 らかにす るとともに、個 人情報の適正 な取扱 いに関 し必要 な事項 を定 め、かつ、 自己の個 人情報 に
対 する開示請求等 の権 利を保障す るこ とに より、公正 な市 政 と個人の尊厳 を確 保 し、 もって市民 の基 本的人権の擁 護
に資するこ とを 目的 とする」と定め る。
8例 えば
、高槻市個人情報保護 条例 では、「第13条　 何 人 も、実施機 関に対 して、公文書 … に記録 されている 自己 に係
る個 人情報 … の開示 を請求する ことがで きる」と定 める。
ること通 して、③学習権、すなわち一般に子 どもが教育を受けて学習 して人間的に発達.成 長 し
てい く権利9、子 どもが適切な指導 ・支援 ・配慮を受ける権利が含まれると解される。 この権利
を実質的に保障するため、学校は指導要録を編成 し、教員は児童生徒に係る事実・評価を記載する。
指導要録の記載内容の正確 さ ・適切 さを確認するため、その開示を請求することになる。指導要

















いる」と判示 した。 【裁判例5】 は、「適切な情報公開が民主的制度を運用する上で重要であること、
知る権利、公正な教育を受ける権利が重要な権利であることはいうまでもなく、本件条例 も右の
点を前提 としている」と指摘 した。 【裁判例6】 は、前述の通 り、プライヴァシーの権利を意識 し
ている。【裁判例11】は、「仮に憲法13条 により右権利が保障されているとしても、これはあ くま
で抽象的権利であるにす ぎず、 … したがって、情報開示請求権が憲法上の権利であることを

































開示に消極的な教育委員会 ・学校 ・教員側の論拠13として、第一に 「信頼関係喪失」論がある。
10佐 藤幸 治 ・前掲注6 、竹中勲 「プラィヴ ァシーの権利」大石眞=石 川健治編 『憲法の争点』(有斐閣、2008年)98頁 を参照。
11同 旨
、松 井茂記 『日本国憲法』(有斐 閣、1999年)361頁 。
12同 旨、棟 居快行 『憲法 フ ィール ドノー ト〔第2版 〕』(1998年 、 日本評論社)58頁 、棟 居快行=赤 坂正浩ほか 『基本 的人権
の事件簿 〔第2版 〕』(有斐閣、2002年)156頁 。
i13開示積極説 ・開示消極説の論拠 を整理 したものと して、 中谷実 「指導要録 ・内申書 開示 をめ ぐる司法消極 主義 と積極 主
義(一)」 南 山法学29巻1号(2005年)77頁 、「同(二 ・完 」同28巻3号(2005年)33頁 。両説の論拠 を検討 した もの として、
拙稿 「開示積極説 と開示消極 説の論拠について」名古屋市立大学 人間文化研究10号(2008年)107頁 。
これは、指導要録や調査書は児童生徒や保護者に開示されることが予定されておらず、いわゆる
マイナス面についてもあ りのままに記載されているので、開示されると児童生徒の自尊心が傷つ
けられたり、教員 と児童生徒 ・保護者 との間の信頼関係が損 なわれ、その後の指導に支障を来





うことによって、児童生徒、保護者、教員 との間の信頼関係 を築 くことができ、児童生徒に対す
る教育的効果をあげることができるというものである。【裁判例3】 、【裁判例12】がこの論拠 を
用いた。しか しこれに対 し、教育委員会などの側か ら、「マイナス情報開示による信頼関係構築」
論批判が出される。【裁判例1】 、【裁判例6】 がこの主張を認めた。
開示に消極的な教育委員会 ・学校 ・教員側の論拠として、第二に 「指導要録 ・調査書形骸化」
論がある。これは、教員が信頼関係喪失という弊害に気遣って、児童生徒の指導上の課題、特に
マイナス面をあ りのままに記載することを躊躇するようになり、指導要録の内容が形骸化、空洞
化 し、児童生徒 の指導教育のための信頼で きる資料 とならなくな り、教育行政事務の運営に重
大な支障を来す というものである。【裁判例3】 、【裁判例6】 、【裁判例7】 がこの論拠を用いた。
これに対 し、開示に積極的な児童生徒 ・保護者側の論拠として、「指導要録 ・調査書形骸化観念」
論がある。これは、指導要録を開示 した場合に生じるとされる弊害は、いずれも具体的事実に基
づいたものではなく、単に教育委員会ないし現場の教員の主観において、そのおそれがあると判
断されているにす ぎないものであ り、開示 した自治体 において も、現実に具体的な弊害が生 じ
たという報告はされていない というものである。【裁判例51、 【裁判例12】がこの論拠を採った。






、西宮市個 人情報保護条例(昭 和63年 制定)で は、 「第13条 第2項 第2号 個人 の評価 、診 断、判定等 に関す る情
報 であって、本 人に知 らせない ことが正当である と認め られる もの」と定 める。
15野 村 武司の整理 に よる と
、教 育委員会はこの不開示事由に該当する理由 として、「本 人への悪影響」「信頼関係 の喪失 と
請求者本 人へ の指導 に対 する支障」な ど主観 的支 障を主張す る(野 村武司 「子 どもの個人情報 と開示請求」市川須美子=
安達和志=青 木宏治編 『教育法学 と子 どもの人権』(三省堂、1998年)160頁)。























16例 えば、西宮市個人情報保護条例 では、「第13条 第2項 第3号 開示す るこ とに より、公正かっ適切 な行政執行 の妨 げ
になる もの」と定め る。
エ17野村武 司の整理に よる と
、教育委員会 はこの不開示事 由に該当す る理 由として、「形骸化 に よる資料価 値の低下」「公正
さ、客観性 が欠けるこ とに よる資料価値の低下」など客観 的支障 を主張す る(前 掲注15162頁)。
18参照
、学校教育 法施行規則12条 の3。 なお、現行規則24条 。
.19文 部省初 等中等教育局長通 知平成3年3月20日 付文初小 第124号 「小学校児童 指導要録、中学校生徒指導 要録並び に盲
学校、 聾学校 及び養護学校 の小学部児童指導要録及 び中学 部生徒 指導要録の改訂 につ いて」、市川須美子 ほか編 『教育
小六法(平 成21年 版)』(学陽書房 、2009年)164頁 を参照。
20参 照
、学校教育 法施行規 則54条 の4。 なお、現行規則78条 。
21参 照、学校教育法 施行規則59条 。なお、現行規則90条 。
22教 育評価 の理論 について、神谷育 司=酒 井亮司=杉 江修治 二冨安玲 子編 『発達 と教育の心理学(第3版)』(協 同 出版 、
1997年)219-233頁 、梶 田叡一 『教育評価(第2版 補訂版)』(有斐 閣双書、2002年)、 田中耕 治編 『よくわかる教育評価』(ミ
ネルヴァ書房、2005年)を 参照。




であり、適応 した学習指導法を決定するのに供する。形成的評価 は、学習 ・指導の各段階で、学
習の進度や状態 を把握するとともに、児童生徒 と教員にフィー ドバックするものであり、学習の
進行を促進するのに供する。総括的評価 は、学習 ・指導の終わ りの段階で、学期 ・単元に関する
児童生徒の学力の進歩や目標の達成度を把握し、評価点の基礎資料を得るものであり、カリキュ
ラムや学習 コース指導計画の改善 ・検討事項 を明らかにすることができる。
第三は、児童生徒が冷静かつ慎重に評価 を受け止めることのできる発達段階に達 しているのか
という点である。学校 ・学年 という発達段階、在学中 ・卒業後という在学関係を考慮 し、文書や
各項 目の記載内容の性質を検討すべ きである23。





な営みであるのに、児童生徒の改善点 ・課題を本人 ・保護者にフィー ドバ ックすることなくあ り
のままに記載することには躊躇がない という矛盾を孕んでいる。つまり、プライヴァシーや教育










23指 導要録 ・調査書の各項 目について記載内容の性質 を検討 した上で不開示事 由該当性 を判断 したもの として
、拙稿 「生
徒 の教育記録の開示について」名古屋市立大学人 間文化研究9号(2008年)53頁 。・





中で、「ある情報は、一般的に、市の 「機関」 … の責任 と権威の下、その権限に基づいて収集


























、小田原市 個人情報保護条例では、「第24条 何人 も、 自己 を本 人 とす る保有個人情報の内容が事実 と異 なると
思料す ると きは、実施機 関に対 してその訂正(追 加及び削除 を含 む。以下 同 じ。)を請求す ることが できる」と定める。
る事実 ・評価 を記載する。指導要録の記載内容の正確 さ ・適切 さを確保するためには、不正確 ・
不適切な記載内容の訂正を請求することになる。.指導要録の訂正請求権の趣旨を教育を受ける権
利の実現 と捉えた場合、個人情報保護条例の目的規定にある 「住民個人の権利 ・利益」の中に教
育を受ける権利が含まれると解 されるのであれば、同条例に基づいて保障されうることになる。
ただし、指導要録の不正確 ・不適切な記載内容が訂正 されなかったことによつて児童生徒が適切















指導要録 ・調査書の訂正請求権の趣 旨をプライヴァシーの権利の保障と捉 えた場合、この訂正
請求権 は憲法上のプライヴァシーの権利の請求権的側面であるか ら抽象的権利であると解 され






























な入試を受けられなかった場合、端的に適正手続 きの侵害 と見なして もよい と思われる27。
4訂 正請求権の制約
(1)審 査会答申例













、麹 町中学校 内 中書事件 について、生徒の進学期待 権が在学校 の教員 に よる調査書作成 の段 階において侵
害 されていた と述べる(奥 平 ・前掲注25)。
び宗教」などの情報につき、これをプライヴァシーと捉え、個人情報 として取 り扱 うべ きではな
いこと、②教諭が教育専門職として行った教育評価 と、教諭が機関として行った教育評価の記述
を区別することにより、「記録者の主観的判断要素の強い評価等」を訂正請求の対象にすること






審査すべ きであると判断 した審査会答申例 も見 られる29。「事実」の記載であっても、欠席理由や
転学理由などのように、児童生徒 ・保護者と教員の間で認識に相違の生 じることがある。欠席や









識行為の対象と捉える。次に、②認識行為によって得 られた学力 ・行動等か ら「評価」、すなわ
ち評定・所見 を形成し、これを記載行為の対象と捉 える。そ して、③記載行為の対象となる評定・
所見を、訂正請求の対象 となる 「事実」と解する。そうすれば、「評価」の記載が一律に訂正請求
28兼 子 ほか編 ・前掲注1　 20003頁
、20009頁 を参照。
29宇 賀克也 ほか編 『個 人情報 保護の実務 第2巻 』(第一法規、2003年 、2007年 加 除)8308頁 を参照。
30前 掲注28 。また、開示請求 にお いて審査会が 同様 の解 釈 を示 した事例 として、高槻市個 人情報保護審査会平成6年1
月28日 答 申(教 育情報開示弁護団ほか ・前掲注180頁 を参照)、 那覇市個人情報保護審査会平成6年2月28日 答 申(同
95頁 を参照)、 茨木市個 人情 報保護審査 会平成7年ll月16日 答 申(兼 子ほか編 ・前 掲注I　 l5003頁 を参照)、 目黒 区公
文書公 開 ・個 人情報保護 審査 会平成9年9月17日 答 申(同16918頁 、兼子仁=早 川昌秀 『学校 の情報公 開』(ぎょうせ い、
1998年)207頁 を参照)。
31開 示 請求において審査会が 「評価」記載 の訂正 の可能性 を示唆 した事例 と して、船橋市個 人情報保護 審議会平成5年7
月26日 答 申(教 育情報 開示弁護 団ほか ・前掲注159頁 を参照)、 足立区公文書公開 ・個人情報保護審査会平成7年12月
25日 答申(兼 子ほか編 ・前掲注118003頁 を参照)。











本稿では、指導要録 ・調査書の不開示処分の取 り消 しをめぐる裁判の判決文、訂正請求をめ ぐ
る個人情報保護審査会の答申文を素材に、開示請求権 ・訂正請求権の趣旨 ・法的性格 とその制約
について整理、検討した。その結果、次の点が明 らかになったと思われる。






必要があるが、開示に消極的な教育委員会 ・学校 ・教員側の論拠にはそのような観点が捨象 され、
開示による教員の不利益に固執 したという問題点が見 られる。
第二に、指導要録 ・調査書の訂正請求権の趣旨 ・法的性格 とその制約についてである。訂正請
求権の趣旨をプラィヴァシーの権利の保障 と捉えた場合、それは個人情報保護条例に基づいて保
障されるが、不正確 ・不適切な記載内容が訂正されなかったことによって児童生徒が不当な不利
益 を被ったのであれば、端的に憲法上のプライヴァシーの権利の侵害 と見なすべ きである。訂正
請求権の趣旨を教育を受ける権利の実現と捉えた場合、それも同条例に基づいて保障されうるが、
33中 嶋哲彦 によれば
、 アメリカではFERPAに おいて、生徒 と親 に教育記録の訂正請求権が認め られ てい るが、教員 の評
価 や判 断の実質 を問 うことはで きず、記載 ミスや得点計算 ミスに限 られ ると解 されている(中 嶋 ・前掲注591頁 を参
照)。
34訂 正 請求を認め る要件 について
、前述 の東 京地方裁判所 昭和59年10月30日 判決 は、① 個人情報の重大性 、② 誤 りの 明
白性、③損害発生の高度 の蓋然性 を挙 げる。
35中 嶋哲彦 は
、子 どもの学習権 を保障す るために教育記録の 開示 ・訂正 な どを取 り扱 うのであれば、教育 自治的なルー
トによって なされ るべ きであ ると主張す る(中 嶋 ・前掲注5　 336頁)。
児童生徒が不当な不利益 を被ったのであれば、指導要録ならば端的に憲法上の教育を受ける権利
の侵害、調査書ならば端的に適正手続きの侵害と見なすべ きである。指導要録 ・調査書の訂正請
求権 を制約するに当たっては、不正確 ・不適切な記載内容によって児童生徒が被る不利益を十分
に考慮し、訂正請求規定の解釈と審査の枠組みを再構成するともに、条例の改正や別個の法令制
定が検討されてもよいであろう。
(研究紀要編集部は、編集発行規程第5条 に基づき、本原稿の査読を論文審査委員会に依頼し、本原稿を
本誌に掲載可とする判定を受理する。2009年5月15日付)。
